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能代商工会議所 ２０２５年度 事業活動方針 

 

 

新型コロナウイルス感染症に対する過度なウイルスのリスクを意識す

ることなく経済活動が再開されたことに伴い、世界経済は回復してきま

した。しかし、ロシアによるウクライナ侵略の長期化、中東情勢の悪

化、米中貿易摩擦など、経済や軍事面の主要国・地域での対立が鮮明と

なり、資源価格の高騰、世界的なサプライチェーンの寸断など、「地政

学的な分断リスク」が拡大し混迷の度合いが高まりました。  

 

 

国内では、昨年１月の能登半島地震の発生にはじまり、９月には奥能

登豪雨に見舞われ、県内では 7 月の由利本荘市等での記録的な大雨が激

甚災害に指定されるなど被災地では現在も復興・復旧活動が進められて

います。また、秋の衆議院選挙では政権が少数与党へ転じ、国内政策の

先行きが難しい状況にあります。一方で、経済では、インバウンド需要

が回復し訪日観光客が過去最多となり、経済活性化につながりました。

今年度も「賃上げ」の動きは活発化したものの、人手不足と物価高を背

景に多くの中小企業・小規模事業者では業績改善が見られない中で、人

手確保のための賃上げを迫られ、業種によって回復にはばらつきが見ら

れました。 

 

 

このような中、中小企業・小規模事業者が今後も事業を持続的に発展

させ、事業の継続に欠かせない資金と人手を確保する取組みとして、当

会議所では、外国人材の活用に目を向け、支援機関の役割を担い、ベト

ナム、インドネシアの大学等とそれぞれインターンシップ協定を締結

し、今年６月から学生の受入れを予定しています。本事業の円滑な運営

のため支援体制の強化を図って参ります。  
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能代市は「エネルギーのまち」を掲げ、国内初の商業運転が開始され

た大規模洋上風力発電をはじめ、今年３月には能代市・八峰町に国内最

大級の陸上風力発電が稼働しています。再生可能エネルギーへの関心の

高まりから関連施設を見学できる視察プランに対し、各関連団体と連携

し、誘客の促進を図ることにより交流人口の増加、派生する経済効果の

浸透をさらに加速させて参ります。  

 

 

昨年、節目の開催を迎えた「港まつり能代の花火」、並びに「のしろ

みなと祭り」を持続性のある事業として継続し、より経済波及効果を生

み出す地域経済の牽引の一助となるべく、主体的に観光振興・地域振興

の分野と連携し、地域経済の活力を高めるよう取り組んで参ります。  

 

 

目まぐるしく変化する社会情勢、経済状況を踏まえ、能代商工会議所

は、事業者に寄り添った各種相談事業をはじめ、各種研修会の開催等、

きめ細やかな経営支援を行い、情報発信の迅速化を図ると共に、商工業

者が活力を損なわず経営体制の強化が図れるよう地域の総合経済団体と

しての役割を果たし、当地域のニーズに応えられるよう積極的に事業の

展開をして参ります。  
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１ 地域産業活性化の推進 

①地域活力向上への取組み 

１）能代港の積極的な利活用への取組み  

 能代港周辺における風力発電の建設の計画、港湾区域及び一般海

域での洋上風力計画の進展、また、開通目前と迫った日本海沿岸東

北自動車道を活用した県北の物流拠点港として、能代港は地域経済

活性化の核となる事が予想されます。今後、港湾の利活用促進、機

能の維持増強、背後地域との連携を強化し関係団体と共に進展を図

ります。 

 

２）エネルギー産業等の推進  

 当地域においては、風力発電を中心とした再生可能エネルギーの

導入拡大が進んできており、関係機関と連携し、地域の関連産業の

振興に繋げるための取組みを推進します。  

 

３）創業（起業）等への支援  

 当地域の事業者数の減少に歯止めをかけ、地域に新たな賑わいを

創出するため、行政や金融機関と連携を図り創業塾やセミナー開催

等を通じて創業希望者を後押しすると共に、それぞれの段階に応じ

た個別の相談事業を通年実施します。  

 

４）雇用機会の創出と若者の定着  

 雇用機会の創出を図るため、地域の産業を担う人材育成や確保、地

元での創業・起業の促進に向けて積極的な取組みを進めて参ります。

また、雇用の増加により若年層の都市部への流出を減少させ、ひいて

は経済への波及効果が見込まれることから、行政・各業界との連携を

密に取り組んで参ります。  

 

５）災害時の事業再開への取組み  

 近年頻発化している自然災害をはじめとする不測の事態への対応

力を高めるため、当会議所では、事業継続力強化支援計画（２０２

０年１１月認定－能代市・二ツ井町商工会合同計画）に基づき、災

害時に地域の商工業者が早期に事業再開ができるよう支援体制を強

化します。  

 

６）貿易証明発行業務  

 当会議所は多くの国を対象としている優位性を活かし、会員事業

所の利便性を図るため、貿易取引に必要となる原産地証明など各種
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証明書の発行をし、事業所の国際競争力の向上に寄与し海外展開の

促進に繋げます。  

 

 ②地域の活性化と賑わいの創出 

 人口減少や高齢化が進行するなか、社会環境の変化によって中心市

街地の空店舗が目立ち、空洞化が急速に進んでおり、中心市街地の活

性化が急務となってきているため、行政や関係団体等と連携を図り、

街の賑わい創出に取り組んで参ります。  

 

③観光振興による経済活性化に向けた事業の取組み 

１）第２１回港まつり能代の花火の開催  

 東北で唯一打ち上げられる三尺玉はもちろんのこと内容をさらに

充実して開催します。今回の目玉は、２０２４年大曲の花火で内閣

総理大臣賞の受賞花火師による打ち上げがあります。引き続きイン

ターネット並びに対面式でチケット販売を行います。  

      開催日  ７月１９日（土）  

２）能代七夕「天空の不夜城」協議会への支援  

 高さ日本一の城郭型灯籠を安全に運行すると共に観客に楽しんで

頂けるよう同協議会の活動を積極的に支援して参ります。  

      開催日 ８月２日（土）・３日（日）  

 

 

２ 中小企業の経営支援の強化 

 ①中小企業・小規模事業者への経営支援事業  

 経営改善普及事業の拡充・強化を推進すると共に、小規模企業等の

経営改善・経済構造変化への対応にも支援します。  

 中小企業・小規模事業者は経営環境が厳しく、地域経済の持続的発

展のためには、創業・起業を促すための環境作りや、経営革新の促

進・支援が極めて重要となっております。きめ細かな伴走型支援によ

り小規模事業者の持続的な発展を図ります。  

 また、巡回や景況調査、移動商工会議所の開催により地域の経済動

向を把握し、小規模事業者の強みを活かした事業計画策定を支援する

ことで、経営改善や成長を促すなど、経営力の向上と体質強化による

企業の持続的発展に努めて参ります。 
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 ②DX推進の取組みについて 

 昨今、企業においては生産性を向上させるためには DX が不可欠であ

り、また、SDGs の必要性も重要視されていますが、依然として小規模事

業者にとって理解・導入までのハードルが高く、導入実現に向け当会議

所として専門家を招聘しセミナーを開催、個別相談を行い積極的に支援

して参ります。  

 

 ③人材確保の支援事業 

 人材や人手不足の課題を解消するため、人材確保事業として昨年、ベ

トナム並びにインドネシアの大学等とのインターンシップ協定を締結し

ており、今年度より受入れを開始し、円滑な事業運営のための体制強化

を図ります。また、人材の確保や活用につながる支援策等について情報

収集をすると共に、情報提供やセミナーの開催により企業の人材確保を

支援します。  

 

 ④消費税対応に向けた支援事業 

 インボイス制度導入後、引き続き、相談窓口を充実すると共に、セミ

ナー等の開催や専門家などによる相談会を実施します。日本商工会議所

が作成した冊子を配布し、ホームページによる情報発信を行います。 

 

 ⑤中小企業の事業承継支援事業 

 後継者不在や事業引継ぎに不安があるなど、事業承継に悩みを抱える

中小企業の相談に対応するため、秋田県事業承継・引継ぎ支援センター

等と連携し専門家相談を活用して、事業承継に関する情報提供・助言等

の支援を行います。  

 

 ⑥経営安定特別相談事業 

 経営安定相談室を通して、急激な経営環境の変化により、資金繰りな

ど経営の先行きに不安のある企業に対し、経営相談会を開催し商工調停

士が専門的観点からアドバイスを行い経営の安定化を図ります。  

 

 ⑦金融支援事業 

 中小企業の資金需要に迅速に対応し、経営の安定化を促進するため

国の小規模事業者経営改善資金制度（マル経融資制度）の積極的な活



6 

用や、日本政策金融公庫・市内金融機関、秋田県信用保証協会と連携

し、円滑な資金調達を支援します。  

 とりわけ、ゼロゼロ融資返済の本格化により、厳しい環境にある事

業者に寄り添った事業展開を図って参ります。  

 

 ⑧小規模企業振興委員の活動事業 

 管内を４地区に分けて、小規模企業振興委員として１２名の方々へ

委嘱しており、会議所の施策を商工業者に周知して頂くと共に、商工

業者の声を会議所に伝えるパイプ役を担って頂くことにより、経営改

善事業の円滑な推進に寄与します。  

 

 ⑨女性起業への支援事業 

 当所に開設した女性創業支援室  「オフィス・フォー」を活用した

創業支援を継続実施します。これから創業を考えている女性の方や、

起業して３年以内の女性の方を対象に設置した「女性創業支援室」の

利用を促進します。  

 

 ⑩記帳指導事業 

 記帳指導と記帳機械化の推進では、職員のスキルアップを図り、パ

ソコン会計化の普及や小規模事業者への記帳の指導力向上に努め、ま

た、 e- Taxの普及・推進をします。  

 

３ 会議所運営・組織力の強化 

①  正副会頭会議、常議員会、部会長会議及び議員総会の開催  

正副会頭会議   毎月 

常議員会    5月、 10月、 2月、 3月、その他適宜  

部会長会議    6月、 8月、 11月、 1月、その他適宜  

通常議員総会   5月、 3月  

②  各部会の開催による活動、運営強化 

  業界の意見交換の場として課題を取りまとめ、部会としての取組み

を明確にし、会員の参加意識を高めると共に、相互交流とビジネス機
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会の拡充により、部会の更なる活性化を目指します。  

③  行政及び商工団体等と連携強化 

  情報交換・連携強化により要望・提言の実現力の向上、地域の活性

化、まちづくり等に関する行政との懇談会等を開催し、連携を強化す

るほか、近隣商工団体との情報交換会等を実施します。  

④  移動商工会議所の開催 

  正副会頭が出席し会議所の取組みを説明すると共に、事業に反映す

るため、会員の声を直接聞くなど地域の情報収集を行い、小規模企業

振興委員の方々の協力を得て市内４地域で開催します。  

⑤  会員増強対策と各種共済の普及拡大 

  組織の維持拡大や共済普及を重点的に推進するため、会員加入の促

進、労働保険事務組合への委託事業所の加入促進、会館利用促進、会

員事業所の安心安全をサポートするため、当会議所取扱共済の募集キ

ャンペーンや加入者への還元事業を実施し、会員増強と各種共済制度

の普及拡大に努めます。 

⑥  各種検定試験の実施 

  企業の求める人材育成の一環として、日本商工会議所や東京商工会

議所等と連携して各種検定試験を施行すると共に基礎能力として簿

記・珠算検定の普及促進を図ります。また、県商工会議所連合会が主

催する秋田ふるさと検定を実施します。 

 ⑦景況調査及びＬＯＢＯ調査等各種調査の実施により会員に迅速かつ、

効果的に情報提供を行います。  

 ⑧次代を担う青年部、経営を担う女性会活動の支援と連携の強化  

 ⑨受託団体に対する協力 

⑩商工会館の管理・運営  
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４ 関係機関との連携強化 

 

 ①日本商工会議所 

 

 ②東北六県商工会議所連合会 

 

 ③秋田県商工会議所連合会・各地商工会議所、商工会  

 

 ④東北経済団体連合会  

 

 

５ 内部牽制 

 

 ①職員のコンプライアンスの徹底や職員会議の定例化  

 

 ②監事による内部監査の実施（年２回） 

 

 ③外部講師によるコンプライアンス研修  

 

 

６ その他 

 

 ①職員のスキルアップに努めます。  

 

 ②会員が必要とする事業については、年度途中においても柔軟に対応し

ます。 

 


